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1.PwCグローバルネットワークについて
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PwCは世界最大級のプロフェッショナルサービスネットワーク

*1 PwCとは、プライスウォーターハウスクーパース・インターナショナル ・リミテッドのメンバーファームによって構成されたネットワークを意味し、各メンバーファームはそれぞれ独立した法人です。
*2 2020年6月30日現在（サポートスタッフ含む）
*3 FY20の収益はPwC全ファームの合計収益で、FY20の為替レートの平均で換算し、米ドルで表示しています。FY19の合計収益はFY19の為替レートの平均で表示しています。収益にはクライアントに請求した経費も含まれます。会計年度は6月30日終了です。

Revenues*3

430億米ドル
FY19 - 424億米ドル

People*2

284,258人
FY19 - 276,005人

Locations

155カ国
FY19 - 157カ国

PwC * 1は、社会における信頼を構築し、重要な課題を解決することを

Purpose（存在意義）としています。私たちは、世界155カ国に及ぶグローバ

ルネットワークに284,000人以上のスタッフを擁し、高品質な監査、税務、アド

バイザリーサービスを提供しています。

詳細はwww.pwc.comをご覧ください。

https://www.pwc.com/
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2.PwC Japanグループについて
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PwCの日本におけるネットワーク

PwC Japanグループは、日本におけるPwCグロー

バルネットワークのメンバーファームおよびそれらの

関連会社の総称です。各法人は独立した別法人とし

て事業を行っています。

複雑化・多様化する企業の経営課題に対し、PwC
Japanグループでは、監査およびアシュアランス、

コンサルティング、ディールアドバイザリー、税務、

そして法務における卓越した専門性を結集し、それら

を有機的に協働させる体制を整えています。また、

公認会計士、税理士、弁護士、その他専門スタッフ

約9,000人を擁するプロフェッショナル・サービス・

ネットワークとして、クライアントニーズにより的確に

対応したサービスの提供に努めています。

PwC総合研究所合同会社PwCあらた有限責任監査法人

PwCサステナビリティ合同会社PwC京都監査法人

PwCビジネスアシュアランス合同会社

PwCアドバイザリー合同会社

PwCコンサルティング合同会社

PwC税理士法人

PwCビジネスソリューション合同会社

PwC弁護士法人

PwCアセットアドバイザリー合同会社

PwC Japanグループ
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3.PwC Japanグループのサービスライン
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業界固有のクライアントの課題を解決する専門チームを編成しています

製造・流通・サービス
自動車／重工業・産業機械／化学

医薬・ライフサイエンス／ヘルスケア

エネルギー・資源 ／建設／航空・運輸・物流
消費財・小売・流通／テクノロジー

情報通信／エンタテイメント&メディア

ホスピタリティ＆レジャー／総合商社／不動産

官公庁・公的機関・
インフラ

政府・公的機関
（国際機関・NPO／NGO・教育含む）

都市・インフラストラクチャー

金融
金融サービス／銀行・証券

保険／資産運用

アシュアランス／財務報告アドバイザリー、

リスク・アシュアランス

PwCあらた有限責任監査法人

PwC京都監査法人

PwCサステナビリティ合同会社

PwC総合研究所合同会社

PwCビジネスアシュアランス合同会社

税務コンサルティング／税務申告書作成 PwC税理士法人

企業法務／渉外法務 PwC弁護士法人

コンサルティング PwCコンサルティング合同会社

ディールアドバイザリー PwCアドバイザリー合同会社
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4.PwCコンサルティング合同会社について
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Consulting

サ
ー
ビ
ス
ラ
イ
ン

製造・流通・
サービス

自動車／重工業・
産業機械／ 化学
エネルギー・資源
建設／運輸・
物流 航空／
消費財・小売・
流通／総合商社

情報通信・
メディア
情報通信

エンタテイメント&
メディア

テクノロジー

金融

銀行・証券
保険

金融サービス
資産運用

製薬・
ヘルスケア

ヘルスケア
医薬

ライフサイエンス

官公庁・
公的機関
政府・行政・
公的機関

業種

コンサルティング

ストラテジーコンサルティング（Strategy&）／マネジメントコンサルティング

テクノロジーコンサルティング／リスクコンサルティング

• 設立
1983年1月31日
（組織変更日 2016年2月29日）

• 代表者
代表執行役 CEO
大竹 伸明

• 人員
約3,030名
（2020年6月30日現在）

• 所在地
東京、名古屋、大阪、福岡

• ウェブサイト
www.pwc.com/jp/consulting

PwCコンサルティング合同会社は、経営戦略の策定から実行まで総合的なコンサルティングサービスを提供しています。PwCグローバル

ネットワークと連携しながら、クライアントが直面する複雑で困難な経営課題の解決に取り組み、グローバル市場で競争力を高めることを支援

します。
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1. Purpose

Social Impact Initiative Mission
社会課題を解決しながら、ビジネスで優位性を示すモデル構築をご支援

各種機関と協働しながら、ルールチェンジをリードする

PwC Purpose

社会における信頼を構築し、重要な課題を解決する
Build trust in society and solve important problems

社会課題解決をビジネスとして成立させるご支援を強化するため「Social Impact Initiative」を立上げました。
当Initiativeは、PwC Purposeをリードする重要な位置づけとして、全社をあげて進めていきます。
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2. Concept
「Social Impact Initiative」では、経済成長と社会課題解決が両立するビジネスモデルのご支援をコンセプトと
します。1企業・1産業での取り組みを束ね、コレクティブインパクト・アプローチでのインパクトの創出を目指し
ます。

10

Social Impact Initiative （SII）
• 経済成長と社会課題解決が両立するビジネスモデルの構築支援

• 1企業・1産業での取組を束ね、コレクティブ・インパクト・アプローチをリード

経済的価値

業績や財務状態を評価する
財務指標の向上

社会的価値

社会・地域・環境への影響を及ぼす
ソーシャルインパクトの創出

https://www.pwc.com/jp/ja/services/consulting/sii.html

https://www.pwc.com/jp/ja/services/consulting/sii.html
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3. 目指す姿
「Social Impact Initiative」が目指す姿は、ステークホルダー・ソーシャルインパクト・ファイナンスに係る
ペインポイントが解消され、社会課題が自律的に解決されていく状態と考えます。

11

現状

• 経済成長を重視
• 課題意識の高い各社・個人

がバラバラに取り組んでい
る（スキル・アセットが不足）

• 課題現場で資金が不足し
ている

• 経済的価値だけでなく、社会的価値（ソーシャルインパクト）
も追求するビジネスモデルを構築する

• 多様なステークホルダーが各自でできることを持ち寄り、
同じ目標に向かって課題解決に取り組んでいる

• 課題現場に必要な資金が投入されている

FinanceStakeholder

Social Impact

Social Impact
Investment

Social Impact
Management

Social Transformation
（SX）

目指す姿
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4. ステークホルダー
1企業・1産業での取り組みを束ね、コレクティブインパクト・アプローチでのソーシャルインパクト最大化を目
指すため、現状のクライアントに加え、新たなステークホルダーとの協働を進めています。

経済的価値

国際機関・経済団体

民間企業
（大手・中小）

地方自治体

アカデミア
（大学・研究機関）

ベンチャー企業
社会起業家

金融機関・投資家

政府機関

非営利団体
（NGO・NPO）

Collective Impact
Approach



PwC 13

5. 重点取り組みテーマ
以下の3テーマに重点的に取り組みます。取り組みの過程では、PwCの現有フレームワークやグローバル
ネットワークと組み合わせ、多面的・多角的に社会システムを捉えていきます。

社会的インパクト
マネジメント
手法の確立

社会的インパクト投資
の普及

ソーシャル
トランスフォーメーション

社会課題の可視化のため、ソー

シャルインパクトマネジメントのフ

レームワークを確立。その有益

性・重要性を発信。

官民連携の金融商品の普及を促

進。社会課題現場に民間の投融

資を呼び込むためのスキーム設

計を行い、普及に貢献。

これまで官公庁・公的機関・NPOが
主体であった社会課題現場に、企業
や金融機関の本格的な参入を促す
「ソーシャルトランスフォーメーション」
を提唱
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6. サービスメニューのご紹介
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Social Impact Initiativeがご提供するサービスメニューの一部をご紹介いたします。

1

2

3

4

5

サステナビリティ経営診断
および課題の可視化

（Lights）

サステナビリティ戦略策定

ソーシャルチェンジに向けた
社内SDGs・ESG浸透度調査

社会的インパクトマネジメント
フレームワークの導入

事業管理の
サステナブル転換

国際統合報告評議会（IIRC）のフレームワークに則り、御社のサステナビリティ経営の進展度
合いを可視化します。戦略・ビジネスモデル・組織体制・資源・財務／非財務パフォーマンス・
等の要素に沿って、包括的に診断し、課題の棚卸しとともに示唆導出を行います。

経営理念・パーパスを実現するために、目指すべきサステナビリティビジョン・ストラテジー・ア
クションプランの策定を支援します。これまでの社会・環境課題解決に関する取り組みとの地
続き感を持たせ、強みを活かし、国際潮流に整合する形に発展させます。

組織文化・人材にフォーカスし、サステナビリティビジョンやESG経営方針等が社内にどれぐ
らい浸透しているかを可視化・定量化します。ソーシャルチェンジ施策を推進する上での強
み・弱みを具体的に把握し、実効性の高い施策策定に結びつけます。

CSR ・CSV活動の中で、これまで実施してきた社会貢献活動・地域活性化に資する活動等
を整理・類型化し、企業としてのストーリーとつなぎます。非財務KPIの定義・目標値の策定と
ともに、社会的インパクトマネジメントワーク導入を支援します。

既存の事業管理軸（市場魅力度・競合優位性等）に、新たに社会的インパクトを組み込むた
めの支援を実施します。企業の事業管理・投融資判断等にサステナビリティ観点からの評価
を導入することで、より社会的意義ある事業が自然と生み出される状態につなげます。

サービスメニュー 概要
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7. 推進体制
Social Impact Initiativeは、PwCコンサルティング合同会社を中心に組成したバーチャル組織です。より良
い社会を作りたいという熱意を持ったメンバーが、部門や役職横断で自然発生的に集結し、約40名のコアメ
ンバー、160名のサポーターで構成しています。異なるコンピテンシーを組み合わせ、業界の垣根を越えた
社会的インパクトの創出を目標とします。

Horizontals

Strategy

Management

Technology

RiskC
om

pe
te

nc
ie

s

Industry verticals

Financial 
Services (FS)

Sectors

Industrial 
Products & 

Services (IPS)

Sectors

Consumer 
Markets (CM)

Sectors

Technology, 
Media 

& Telecom 
(TMT)

Sectors

Health 
Industries 

(HIA)

Sectors

Deals

Assurance

Tax

Social Impact Initiative（SII）

PwC Consulting LLC

Member Firm
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【補足】企業のサステナビリティ対応に関する動向 1/2

金融市場・経済界のトレンド

ESG投資の拡大： 2018年度において、世界全体でのESG投資割合は33.4%。国
内では18.3%。COVID-19の影響下で、サステナビリティ対応の進んだ企業の株価が

アウトパフォームしていることが主要な機関投資家から明示され、経営の安定に貢献
するESG対応への期待感が一層の高まりを見せている。

株主至上主義からの脱却：2019年の米ビジネスラウンドテーブルにおける株主
第一主義の廃止表明、2020年1月のダボス会議でのステークホルダー資本主義の
提唱等、経済界からも企業の社会的価値創出の重要性が表明されている。

ダイベストメントの加速：欧米の主要な機関投資家や日本のメガバンク等を中心
に、化石燃料の使用や人権侵害等、サステナビリティを棄損する事業から投資を引き
上げる動きが拡大。

政治・規制のトレンド

非財務情報の開示規制強化：EUにおいては、EUタクソノミーが法制化され、企

業・金融機関に対して、特に気候変動を中心とした環境問題に関する情報開示の義
務化が進んでいる。タクソノミー既定の動きはカナダ、マレーシア等、各国に広がりが
見られ、日本においても「トランジションファイナンス研究会」によりルールメークに向
けた提言がなされている。

経済復興とサステナビリティ：欧米各国の行政機関においては、コロナ禍からの
経済復興と同時に、気候変動問題への対応（Green Recovery)や、顕在化した社会
システムの脆弱性の強化（Build Back Better）を行う必要性を説くと共に、それに向
けた企業の関与を強く求めている。

テクノロジーによる影響

先端技術の活用：SDGsの達成に向け、IoT、AI、ブロックチェーン等の新技術を活

用した新たな解決策が数多く実装されており、テクノロジーの果たす役割に期待が高
まっている。

パートナーシップの重要性：海洋プラスチック問題や、気候変動対応等、影響範
囲が大きく複雑な課題に対する解決に向け、パートナーシップによるイノベーションの
加速等、複数企業の協働による効果の最大化が求められている。

消費者／働き手の意向

高まる消費者意識：PwCが2019年に世界の消費者を対象に実施した調査による
と、回答者の37%が環境にやさしいパッケージの製品を探し、42%が食品以外でも持
続可能な方法で生産された製品があれば値段が高くても買うと回答している。

働き手・潜在的働き手の意識の変化：クロス・マーケティング社が2020年に実
施した調査*によると、SDGsに積極的に取り組んでいる企業や団体への就職・転職
意向は社会人で29.9%、学生で48.7%との回答が得られた。COVID-19の影響を受

けた新しい働き方への対応も大きな関心事項となり得る。

政治、経済、社会、テクノロジーの観点から見た企業のサステナビリティ対応に向けた要請は下記の通り。
一部のトレンドは新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の影響を受けてさらに高まりを見せている。

＊：「SDGsに関する調査（クロスマーケティング社,2020.2)」 URL：https://www.cross-m.co.jp/news/release/20200220/）

https://www.cross-m.co.jp/news/release/20200220/
https://www.cross-m.co.jp/news/release/20200220/
https://www.cross-m.co.jp/news/release/20200220/
https://www.cross-m.co.jp/news/release/20200220/
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【補足】企業のサステナビリティ対応に関する動向 2/2
COVID-19が引き起こしたパンデミックは我々の社会システムが抱える脆弱性をあぶりだし、企業が社会シ

ステムのレジリエンス強化に果たすべき役割の大きさを明らかにした。この状況を乗り越え次なる危機に備
えるため、よりレジリエントで社会価値創出を希求する経営への転換・発展が求められている。

経営／BCP対応の強化
・財務の効率化／健全性の確保

・サプライチェーンの分散、国内回帰
・DXを通じた業務効率化およびNew Normal時代の働き方への対応

気候変動問題への対応
・経済復興と気候変動対応の両立

・次なる感染症の発生を防ぐための地球温暖化対策
・今後気候変動がもたらし得る自然災害への対応強化

ESG対応の深化・拡大
・中長期的な経営に寄与するESG対応の強化

・リスク情報およびその対応策を含めた積極的な情報開示
・S（Social）への対応強化（雇用の維持、従業員の安全確保）

社会的意義の再考
・公益的機能へのしなやかな転換を行える企業体質

・労働市場における流動性の向上と人材配置の最適化
・社会的責任、公正性、持続可能な価値創造に関する長期視点の追求

企業に求められるアジェンダ
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